
安定供給確保支援業務規程の新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（体制等の整備） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 本法人は、この規程並びに法第35条第１項の事業計画書及び収

支予算書の決定及び認可申請並びに同条第３項の事業報告書及び

収支決算書の決定に当たっては、あらかじめ理事会の承認を得る

ものとする。ただし、これらの軽微な修正に当たっては、理事会

の承認は不要とする。 

４ （略） 

 

（体制等の整備） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 本法人は、法第33条第１項の安定供給確保支援業務規程並びに

法第35条第１項の事業計画書及び収支予算書の決定及び認可申請

並びに同条第３項の事業報告書及び収支決算書の決定に当たって

は、あらかじめ理事会の承認を得るものとする。ただし、これら

の軽微な修正に当たっては、理事会の承認は不要とする。 

４ （略） 

 

（助成事業の採択） 

第８条 （略） 

２ 事業実施計画の事業実施期間は、第７条第１項の助成事業の種

類ごとに、次のとおりとする。 

（１）（略） 

（２）肥料原料備蓄保管施設整備事業 

   申請者の認定供給確保計画において記載された施設又は設備

の整備に要する期間（供給確保計画の認定から３年以内）  

３～５ （略） 

 

（助成事業の採択） 

第８条 （略） 

２ 事業実施計画の事業実施期間は、第７条第１項の助成事業の種

類ごとに、次のとおりとする。 

（１）（略） 

（２）肥料原料備蓄保管施設整備事業 

   申請者の認定供給確保計画において記載された施設又は設備

の整備に要する期間  

３～５ （略） 

（実績報告） 

第17条 （略） 

２ 第９条第２項ただし書きの規定により交付の申請をした取組主

体は、実績報告書を提出するに当たって、当該助成金に係る消費

税仕入控除税額が明らかである場合は、これを助成金額から減額

して報告するものとする。 

３ 第９条第２項ただし書きの規定により交付の申請をした取組主

体は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地

（実績報告） 

第17条 （略） 

２ 第９条第２項ただし書きの規定により交付の申請をした取組主

体は、実績報告を提出するに当たって、当該助成金に係る消費税

仕入控除税額が明らかである場合は、これを助成金額から減額し

て報告するものとする。 

３ 第９条第２項ただし書きの規定により交付の申請をした取組主

体は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地



方消費税の申告により当該助成金に係る消費税仕入控除税額が確

定した場合には、その金額（第２項の規定により減額した場合に

あっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を参考様式

第10号の消費税仕入控除税額報告書により速やかに本法人に報告

するとともに、本法人による返還命令を受けてこれを返還するも

のとする。 

  また、当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならな

い場合であっても、その状況等について、助成金の額の確定のあ

った日の翌年６月30日までに、同様式により本法人に報告するも

のとする。 

 

方消費税の申告により当該助成金に係る消費税仕入控除税額が確

定した場合には、その金額（第２項の規定により減額した場合に

あっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を参考様式

第10号の消費税仕入控除報告書により速やかに本法人に報告する

とともに、本法人による返還命令を受けてこれを返還するものと

する。 

  また、当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならな

い場合であっても、その状況等について、助成金の額の確定のあ

った日の翌年６月30日までに、同様式により本法人に報告するも

のとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第20条 （略） 

（１）（略） 

（２）取組主体が、この規程、法令、実施基準、運用指針等の関係

規程に基づく処分又は指示に違反した場合 

（３）～（５） （略） 

２～４ （略） 

 

（交付決定の取消し等） 

第20条 （略） 

（１）（略） 

（２）取組主体が、法令、実施基準、運用指針、業務規程等の関係

規程に基づく処分又は指示に違反した場合 

（３）～（５） （略） 

２～４ （略） 

 

 （財産管理及び財産の処分） 

第21条 （略） 

２・３ （略） 

４ 助成金の交付の決定に際し付すべき条件については次のとおり

とする。 

（１）この規程に定められた助成金の交付に関する事項に従うべき

こと。 

（２）～（４）（略） 

 

 （財産管理及び財産の処分） 

第21条 （略） 

２・３ （略） 

４ 助成金の交付の決定に際し付すべき条件については次のとおり

とする。 

（１）本規程に定められた助成金の交付に関する事項に従うべきこ

と。 

（２）～（４）（略） 

 

別紙１ 

肥料原料備蓄事業 

 

第４ 備蓄数量の報告等 

別紙１ 

肥料原料備蓄事業 

 

第４ 備蓄数量の報告等 



（１） （略） 

（２）備蓄数量の報告 

取組主体は、肥料原料の備蓄を行った月の翌月の10日まで（当

該日が行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１

条第１項各号に該当する場合は、その直前の営業日までとする。

）に、当該月に係る備蓄台帳（旬報）の写しに参考様式第16号－

１により作成した当該月の助成金額計算書を添えて本法人に提出

するものとする。なお、供給確保計画において備蓄予定場所ごと

の「保管する基準数量」をあらかじめ定めない場合については、

当該月に係る備蓄台帳（旬報）の写しに参考様式第16号－１に代

えて、参考様式第16号－２により作成した当該月の助成金額計算

書を添えて本法人に提出するものとする。 

（３） （略） 

 

（１） （略） 

（２）備蓄数量の報告 

取組主体は、肥料原料の備蓄を行った月の翌月の10日まで（当

該日が行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１

条第１項各号に該当する場合は、その直前の営業日までとする。

）に、当該月に係る備蓄台帳（旬報）の写し及び参考様式第16号

により作成した当該月の助成金額計算書を添えて本法人に提出す

るものとする。  

 

 

 

 

（３） （略） 

別紙２ 

肥料原料備蓄保管施設整備事業 

 

第６ 整備施設等の管理運営等 

取組主体は、助成金の交付を受けて整備した施設等を、常に良

好な状態で管理し、必要に応じて修繕、改築等を行い、その設置

目的に即して最も効率的な運用を図り適正に管理運営するものと

する。  

（１） （略） 

（２）管理方法 

（ア）取組主体は、施設等の管理状況を明確にするため、第23条

第３項の財産管理台帳を備え置くものとする。 

（イ）～（エ） （略） 

（３） （略） 

（４）災害の報告 

（ア） （略） 

（イ）取組主体は、施設等について、処分制限期間内に天災その

他の災害を受けたときは、「補助事業等により取得し、又は

別紙２ 

肥料原料備蓄保管施設整備事業 

 

第６ 整備施設等の管理運営等 

取組主体は、助成金の交付を受けて整備した施設等を、常に良

好な状態で管理し、必要に応じて修繕、改築等を行い、その設置

目的に即して最も効率的な運用を図り適正に管理運営するものと

する。  

（１） （略） 

（２）管理方法 

（ア）取組主体は、施設等の管理状況を明確にするため、第11条

第３項の財産管理台帳を備え置くものとする。 

（イ）～（エ） （略） 

（３） （略） 

（４）災害の報告 

（ア） （略） 

（イ）取組主体は、施設等について、処分制限期間内に天災その

他の災害を受けたときは、承認基準通知の規定に準じて本法



効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成20

年５月23日付け20経第385号農林水産省大臣官房経理課長通知

）の規定に準じて本法人に報告するものとする。 

 

人に報告するものとする。 

 

 

 

 

参考様式第１号（第８条第 1項関係） 

  
〇年度肥料原料備蓄事業助成金に係る 

事業実施計画 
  

番   号

年 月 日

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 
  
  

所在地              

団体名              

代表者氏名            

 
 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程第８条第

1項の規定により、事業実施計画を提出する。 
  

記 
Ⅰ～Ⅲ （略） 
 
Ⅳ 添付書類 

各備蓄予定場所における数量ごとの保管料単価が分かる保管料に係る寄託契約書類又は保管

料に係る請求書類の写し 

（数量ごとの保管料単価が設定されておらず、数量の増減に関わらず一定の保管料を支払っ

ている場合は、各備蓄予定場所における保管料に係る寄託契約書又は保管料に係る請求書の

写し及び備蓄予定場所の最大保管数量が分かる書類） 

参考様式第１号（第８条第 1項関係） 

  
〇年度肥料原料備蓄事業助成金に係る 

事業実施計画 
  

番   号

年 月 日

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 
  
  

所在地              

団体名              

代表者氏名            

 
 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程第８条第

1項の規定により、事業実施計画を提出する。 
  

記 
Ⅰ～Ⅲ （略） 
  
Ⅳ 添付書類 

認定供給確保計画 



参考様式第１号（第８条第１項関係）別添 

 

事業実施計画（肥料原料備蓄事業） 

 

（略） 

 

備蓄予定地域（ブロック）
注１ 

（略） 備考注

７ 

 （略）  

注１：備蓄予定場所が所在する都道府県ごとに以下の分類名を記入

すること。 

   （略） 

注２・３：（略） 

注４：基準数量の各備蓄予定場所への配分は取組主体の任意による

ものとするが、「合計」欄に記載する基準数量は、上段の表

の（A）に記載した数量と一致したものとすること。 

   なお、備蓄予定場所ごとに最低限保管する数量を定めること

が困難である場合は、①に記載した備蓄予定場所ごとの備蓄

数量目標の割合によって基準数量（合計）を按分した数量を

備蓄予定場所ごとの基準数量として記載すること。 

注５：別紙１の別添１に記載された単価のうち、自らの備蓄数量目

標に応じた単価区分の単価を記載すること。営業倉庫の場合

、寄託計画書類又は保管料に係る寄託契約書又は保管料に係

る請求書の写しに記載された保管料を記載すること。 

   数量ごとの保管料単価が設定されておらず、数量の増減に関

わらず一定の保管料を支払っている場合は、以下の計算式に

より単価を計算し、記載すること。 

   ・年間保管料が設定されている場合の単価：年間保管料÷３

期÷12か月÷（最大保管数量÷1.2） 

   ・月間保管料が設定されている場合の単価：月間保管料÷３

期÷（最大保管数量÷1.2） 

注６：（略） 

参考様式第１号（第８条第１項関係）別添 

 

事業実施計画（肥料原料備蓄事業） 

 

（略） 

 

備蓄予定地域（ブロック）
注１ 

（略） 
備考 

 （略）  

注１：備蓄予定場所が所在する都道府県毎に以下の分類名を記入す

ること。 

   （略） 

注２・３：（略） 

注４：基準数量の各備蓄予定場所への配分は取組主体の任意による

ものとするが、「合計」欄に記載する基準数量は、上段の表

の（A）に記載した数量と一致したものとすること。 

 

 

 

 

注５：別紙１の別表に記載された単価のうち、自らの備蓄数量目標

に応じた単価区分の単価を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注６：（略） 



注７：備蓄予定場所ごとに最低限保管する数量を定めることが困難

である場合は、「備蓄予定場所ごとの基準数量を定めていな

い」旨記載すること。数量ごとの保管料単価が設定されてお

らず、数量の増減に関わらず一定の保管料を支払っている場

合は、その計算式を記載すること。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考様式第２号（第８条第１項関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金に係る 
事業実施計画 

 

番   号 

年 月 日 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 
 
 

所在地              

団体名              

代表者氏名            

 

 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程第８条第

項の規定により、事業実施計画を提出する。 
 

記 
 
Ⅰ～Ⅲ （略） 

 
Ⅳ 添付書類 

概算設計書、見積書等事業費の積算根拠となる資料 

参考様式第２号（第８条第１項関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金に係る 
事業実施計画 

 

番   号 

年 月 日 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 
 
 

所在地              

団体名              

代表者氏名            

 

 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程第８条第

項の規定により、事業実施計画を提出する。 
 

記 
 
Ⅰ～Ⅲ （略） 

 
Ⅳ 添付書類 

認定供給確保計画 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考様式第３号（第８条第３項関係） 

 
〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

採択結果通知 
 

番   号 

年 月 日 

取組主体名 
代表者氏名  殿 
 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 

 
〇年〇月〇日付け  号で申請のあった事業実施計画について、採択することとしたので通知

します。 
 また、下記の期日までに、安定供給確保支援業務規程第９条第１項の規定に基づき交付申請書

を提出願います。 
                     記 
 
※不採択者に対しては、「○○年 月 日付け 号で申請のあった事業実施計画について、不採択

とすることとしたので通知します。」とし、また以下は記載しないものとすること。 

参考様式第３号（第８条第３項関係） 

 
〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

採択結果通知 
 

番   号 

年 月 日 

取組主体名 
代表者氏名  殿 
 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 

 
〇年〇月〇日付け  号で申請のあった事業実施計画について、採択することとしたので通知

します。 
 また、下記の期日までに、安定供給確保支援業務規程第８条第３項の規定に基づき交付申請書

を提出願います。 
                     記 
 
※不採択者に対しては、「○○年 月 日付け 号で申請のあった事業実施計画について、不採択

とすることとしたので通知します。」とし、また以下は記載しないものとすること。 



 

 

 

 

参考様式第16号－１（別紙１第４⑵関係）

【肥料原料名：】 【備蓄数量目標：】 　　　　トン（年間輸入量又は年間使用量に対し　か月分） 取組主体名：

期
別

経
費

備蓄場所種別 備蓄場所注２ 基準数量注３
単価注６

（円/ト
ン・期）

助成対象額注７

（円）
（㋒×㋓）

控除額注８

助成額

（円）
㋔－㋕

㋐ ㋓ ㋔ ㋕ ㋖

小計

小計

計

小計

小計

計

小計

小計

計

　　月分助成対象額

上期 中期

か月分 か月分 単価

（略）

「期末在庫数量」が「備蓄数量目標」を上回った期には〇、「期末在庫数量」が「備蓄数量目標」を下回った期には×を記載すること。

各期の合計の期末在庫数量÷本表の上欄で記載した年間需要量×12

上期から下期までの「期末在庫数量」の平均数量を記載すること。（小数点第１位以下は四捨五入すること。）

㋑ ㋒

　 年　 月分　助成金額計算書

【年間需要量（年間輸入量又は年間使用量）：】　　　　　　　トン

期末在庫数量

（トン）注４

助成対象

数量注５

（トン）
（㋑－㋐）

保険料相当額

上期計

上
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

中期計

中
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

下
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

下期計

下期

備蓄数量目標達成状況注９ 期末在庫数量平均注11

期末在庫数量の年間需要量に

対する割合
注10 か月分 単価区分注12

注１：

注２： 業務規程第８条第３項の規定により採択を受けた事業実施計画のうち同計画別添（参考様式第１号別添）に記載した備蓄予定場所ごとに記載すること。

注３： 「保管料」計、「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には、業務規程第８条第３項の規定により採択を受けた事業実施計画のうち「基準数量（合計）」の欄に記載した数量を転記し、
「保管料」の欄には同計画別添の②に記載した備蓄予定場所ごとの「基準数量」を転記すること。

注４： 「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には各備蓄場所における各「期末在庫数量」の合計を記載し、「保管料」の欄には各備蓄場所における各期末の在庫量を記載すること。

注５： 保管場所ごとの「期末在庫数量」が基準数量を下回った場合には「－〇トン」と記載すること。

注６： 営業倉庫については、倉庫業者が請求した保管料単価の実費を原則として記載すること（ただし、１期当たりの保管料単価が500円を超える場合は、「500」と記載すること）。数量ごとの
保管料単価が設定されておらず、数量の増減に関わらず一定の保管料を支払っている場合は、事業実施計画において記載した計算式により算定した単価を記載すること。
また、自社倉庫の保管料、金利相当額及び保険料相当額については、業務規程別紙１別添１に記載の単価のうち、本保管経費計算書の下欄外に記載する「単価区分」に対応した単
価を記載すること。

注７： 保管場所ごとの「期末在庫数量」が「基準数量」を下回った場合には「－〇円」と記載し、「期末在庫数量」が「基準数量」を上回った保管場所に係る「助成対象額」から当該金額を控除し
た上で、当該期の合計の「助成対象額」を算定すること。

注８： 保管料等の単価に関わらない値引き等があった場合、「控除額」欄に計上すること。

注９：

注10： 次に掲げる計算式により、「期末在庫数量」が「年間需要量（年間輸入量又は年間使用量）」に対して何か月分に相当するかを計算し、小数点第２位を四捨五
入し、小数点第１位で記入すること。

注11:

注12： 各期における「期末在庫数量」に応じて、当該月の「助成対象額」の算定において適用する「単価区分」を業務規程別紙１別添１に基づき選択し、記載すること。

参考様式第16号（別紙１第４⑵関係）

【肥料原料名：】 【備蓄数量目標：】 　　　　トン（年間輸入量又は年間使用量に対し　か月分） 取組主体名：

【年間需要量：】 トン

期
別

経
費

備蓄場所種別 備蓄場所 基準数量注２
単価注５

（円/ト
ン・期）

助成対象額注６

（円）
（㋒×㋓）

控除額注７

助成額

（円）
㋔－㋕

㋐ ㋓ ㋔ ㋕ ㋖

小計

小計

計

小計

小計

計

小計

小計

計

　　月分助成対象額

上期 中期

か月分 か月分 単価

（略）

期末在庫数量が備蓄数量目標を上回った期には〇、期末在庫数量が備蓄数量目標を下回った期には×を記載すること。

次に掲げる計算式により、期末在庫数量が年間需要量に対して何か月分に相当するかを計算し、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位で記入すること。
各期の合計の期末在庫数量÷本表の上欄で記載した年間需要量×12

上期から下期までの期末在庫数量の平均数量を記載すること。（小数点第１位以下は四捨五入すること。）注10:

注11： 各期における期末在庫数量に応じて、当該月の助成対象額の算定において適用する単価を別紙１別添１に基づき選択し、記載すること。

注６： 保管場所ごとの期末在庫数量が基準数量を下回った場合には「－〇円」と記載し、期末在庫数量が基準数量を上回った保管場所に係る助成対象額から当該金額を控除した上で、当
該期の合計の助成対象額を算定すること。

注７： 保管料単価に関わらない値引き等があった場合、控除額欄に計上すること。

注８：

注９：

注３： 「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には各備蓄場所における各期末在庫数量の合計を記載し、「保管料」の欄には各備蓄場所における各期末の在庫量を記載すること。

注４： 保管場所ごとの期末在庫数量が基準数量を下回った場合には「－〇トン」と記載すること。

注５： 営業倉庫については、倉庫業者が請求した保管料単価の実費を原則として記載すること（ただし、１期当たりの保管料単価が500円を超える場合は、「500」と記載すること）。
また、自社倉庫の保管単価、金利相当額及び保険料相当額については、別紙１別添１に記載の単価のうち、本保管経費計算書の下欄外に記載する「単価区分」に対応した単価を記載
すること。

注２： 「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には、安定供給確保支援業務規程第８条第３項の規定により採択を受けた事業実施計画のうち「基準数量（合計）」の欄に記載した数量を転記
し、「保管料」の欄には同計画別紙の②に記載した備蓄予定場所ごとの基準数量を転記すること。

下期

備蓄数量目標達成状況注８ 期末在庫数量平均

期末在庫数量の年間需要量に

対する割合
注９ か月分 単価区分注11

注１：

　　（新設）

下
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

下期計

中
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

中期計

上
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

上期計

㋑ ㋒

　 年　 月分　助成金額計算書

期末在庫数量

（トン）注３

助成対象

数量注４

（トン）
（㋑－㋐）



 

（新設） 

 

  

 

参考様式第16号－２（別紙１第４⑵関係）

【備蓄数量目標：】 　　　　トン（年間輸入量又は年間使用量に対し　か月分） 取組主体名：

期
別

経
費

備蓄場所種別 備蓄場所注２ 基準数量注３
単価注５

（円/ト
ン・期）

助成対象額
（円）

（㋒×㋓）
控除額注６

助成額

（円）
㋔－㋕

㋐ ㋓ ㋔ ㋕ ㋖

小計

小計

計

小計

小計

計

小計

小計

計

　　月分助成対象額

上期 中期

か月分 か月分 単価

「期末在庫数量」が「備蓄数量目標」を上回った期には〇、「期末在庫数量」が「備蓄数量目標」を下回った期には×を記載すること。

各期の合計の期末在庫数量÷本表の上欄で記載した年間需要量×12

上期から下期までの「期末在庫数量」の平均数量を記載すること。（小数点第１位以下は四捨五入すること。）注９:

注10： 各期における「期末在庫数量」に応じて、当該月の「助成対象額」の算定において適用する「単価区分」を業務規程別紙１別添１に基づき選択し、記載すること。

注６： 保管料等の単価に関わらない値引き等があった場合、「控除額」欄に計上すること。

 注７：

注８：
次に掲げる計算式により、「期末在庫数量」が「年間需要量（年間輸入量又は年間使用量）」に対して何か月分に相当するかを計算し、小数点第２位を四捨五
入し、小数点第１位で記入すること。

注４： 「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には各備蓄場所における各「期末在庫数量」の合計を記載し、「保管料」の欄には各備蓄場所における各期末の在庫量を記載すること。

注５： 営業倉庫については、倉庫業者が請求した保管料単価の実費を記載すること（ただし、１期当たりの保管料単価が500円を超える場合は、「500」と記載すること）。数量ごとの保管料単
価が設定されておらず、数量の増減に関わらず一定の保管料を支払っている場合は、事業実施計画において記載した計算式により算定した単価を記載すること。また、自社倉庫の保
管料、金利相当額及び保険料相当額については、業務規程別紙１別添１に記載の単価のうち、本計算書の下欄外に記載する「単価区分」に対応した単価を記載すること。

期末在庫数量の年間需要量に

対する割合注８ か月分 単価区分注10

注３： 「保管料」計、「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には、業務規程第８条第３項の規定により採択を受けた事業実施計画のうち「基準数量（合計）」の欄に記載した数量（以下「基準
数量（合計）という。」）を転記し、「保管料」の欄には備蓄場所の「期末在庫数量」の割合によって「基準数量（合計）」を按分した数量を記載すること。

注２： 業務規程第８条第３項の規定により採択を受けた事業実施計画のうち同計画別添（参考様式第１号別添）に記載した備蓄予定場所ごとに記載すること。

注１：  原料の種類ごとに本計算書を作成すること。

下
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

下期計

下期

備蓄数量目標達成状況注７ 期末在庫数量平均注９

中期計

中
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

【肥料原料名：】注１

　 年　 月分　助成金額計算書

期末在庫数量

（トン）注４

助成対象
数量
（トン）

（㋑－㋐）

上
期

保
管
料

【年間需要量（年間輸入量又は年間使用量）：】　　　　　　　トン

㋑ ㋒

営業倉庫

自社倉庫

金利相当額

保険料相当額

上期計


